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１．全サービス共通の留意事項
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（1）目的
①指導

指導は、介護保険施設等が行う介護給付等対象サービスの内容及び介護報酬の請求等に関し、法令、
通達に対する適合状況等について個別に明らかにし、利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭において、
介護保険施設等の支援を基本とし介護給付等対象サービスの質の確保及び介護給付等の適正化を図るこ
とを目的としています。

②監査

監査は、介護給付等対象サービスの内容及び介護報酬の請求に関し、法に定める勧告、命令、指定の
取消し並びに期間を定めたその効力の全部若しくは一部の停止等に該当する場合若しくはその疑いがあ
る場合において、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置を採ることを主眼とし、介護給付等対
象サービスの質の確保及び介護給付等の適正化を図ることを目的としています。
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１ 介護保険施設等の指導監査について



（2）指導の方法

①集団指導

集団指導は、介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制度改正内容及び高齢者虐待
事案をはじめとした過去の指導事例等について講習等の方式で行います。

②運営指導

運営指導は、指導の対象となる介護保険施設等の事業所において原則実地で行い、介護保険施設等が
行う介護給付等対象サービスの内容及び介護報酬の請求等に関し、関係者から関係書類を基に説明を求
め面談方式で行います。

運営指導対象施設に対しては、実施日の１か月前までに文書で通知いたします。
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（3）監査の方法
監査は、指定基準違反等の確認について必要があると認めるときは、介護保険施設等に対し、報告若しくは帳簿書

類の提出若しくは提示を命じ、出頭を求め、又は関係者に対して質問し、若しくは当該介護保険施設等の事業所に立
ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査を行います。

指定基準違反等の確認について必要があると認める場合とは、下記に示す情報を踏まえて判断します。

① 通報・苦情・相談等に基づく情報

② 市町村が、高齢者虐待防止法に基づき虐待を認定した場合又は高齢者虐待等により利用者等の生命又は身体の安
全に危害を及ぼしている疑いがあると認められる情報

③ 富山県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）、地域包括支援センターへ寄せられる苦情

④ 国保連・保険者からの通報情報

⑤ 介護給付適正化システムの分析から特異傾向を示す事業者情報

⑥ 法第115条の35第4項の規定に該当する報告の拒否等に関する情報

⑦ 運営指導において確認した指定基準違反等及び人格尊重義務違反

⑧ 指定権限等が県にある介護保険施設等に対する保険者による監査において認められた指定基準違反等又は人格尊
重義務違反
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（4）報酬請求指導について
運営指導等において、報酬請求状況を関係資料等により確認しますが、介護サービス提供の記録が全

く無い場合や報酬基準等に適合しない場合については、適切な報酬請求となるよう指導するとともに、
過去の請求について自己点検の上、不適切な請求となっている部分について、過誤調整により返還する
よう指導します。
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区分 報酬請求の内容 報酬上の措置等 遡及

指
導

取
扱
い
が
不
適
切

○ 加算報酬上の基準要件を満たし、解釈通知に即したサービス提供
を行っているが、不適切な取扱いが認められる場合

○ 解釈通知に即したサービス提供を実施していないものの、加算本
来の趣旨を満たしていないとまでは言えない場合

適切な取扱いとなるよう指導 なし

基
準
等
に
不
適
合

○ 加算報酬上の基準要件を一つでも満たしていない場合
○ 解釈通知に即したサービス提供を実施していないことにより加算

本来の趣旨を満たしていない場合

適切なサービスの実施となるよう
是正指導の上、加算報酬上の基準
要件等を満たしていない部分につ
いて自己点検のうえ、過誤調整に
より返還

あり

監
査

○ 加算報酬上の基準要件を満たしていない場合及び解釈通知に即し
たサービス提供が実施されていない場合であって、当該報酬請求
の内容が著しく悪質で不正な請求と認められる場合

法第22条第3項に基づく返還金及
び加算金の徴収

あり

著しく悪質で不正な請求と認められる場合



2. 介護サービス施設・事業所の指定（許可）手続

（１）事前相談について

① 「新たに介護サービス事業を始めたい」「既存のサービスに加え、別のサービスも始めたい」という方か
ら相談を伺い、事業所開設にあたり準備すべき事項等についてお知らせしています。

② 「サービス事業所のある施設」を新たに建築する場合又は改修して使用する場合は、工事の着工前に、県
担当者に設計図面（素案で可）を見せるなどして、指定基準を確認されるようお願いします。必要な施
設、設備、面積基準を確認しないまま着工すると、後で変更しなければならないケースが出てきます。ご
注意願います。

③ コンサルや建築業者のみでの相談は受け付けませんので、必ず、事業者(責任をもって回答できる者)が来
庁してください。

④ 開設するサービス種類、規模によっては、消防法、食品衛生法などの届出が必要になる場合があります。

⑤ 事業所を設置する予定の保険者や広域介護保険者にも、事業所の開設計画等について事前に説明をして下
さい。

※ 開設後は、市町村や介護保険者が事務手続きや連絡調整の主な相手方となります。また、関係行政機関と事前に意見交換をし、
地域の実情の把握しておくことは、開設後に事業を円滑に進めることにもつながります。県では、相談時に必ず開設する市町村
や広域保険者に対する説明状況や受けた助言等の内容をお聞きしますので、県に相談される前に、市町村や保険者に開設の意向
や計画を伝え、助言等を受けておいてください。
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（2）指定（許可）のスケジュール
～居宅サービス事業所等について～
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① 概ね指定予定月の2か月以上前までに事前相談をお願いします。

事業者指定は、月１回、１日付けで行います。

② 申請書類を指定予定月の前月10日（10日が閉庁日の場合は、翌開庁日）までに提出（郵送の場合は必着）し
てください。

③ 指定基準（＝運営基準）を満たしていると認められる場合には、原則として各月１日に事業所指定します。

(例）３月１日までに事前相談 → ４月１０日までに申請書提出 → ５月１日に事業者指定予定

※ 申請された内容に不備や疑義がある場合は、その不備の補正や疑義事項を確認するための書類等の追加提出を
求める場合があります。日程に余裕を持って提出してください。

※ 申請書類等については、県ホームページ又は県担当者へご確認ください。

＜県HP：居宅サービス事業者向け情報 指定申請について＞
https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00012032/kj00012032-001-01.html

２か月前まで 前月10日まで 指定日（毎月１日）

①事前相談
②申請書類

提出
③事業者

指定



（2）指定（許可）のスケジュール
～介護老人保健施設、介護医療院について～
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① 概ね指定予定月の2か月以上前までに事前相談をお願いします。

② 申請書類を指定予定月の前月１日（１日が閉庁日の場合は、翌開庁日）までに提出（郵送の場合は必着）して
ください。
申請にあたっては、審査手数料として63,000円を富山県収入証紙により納付してください。

③ 指定基準（＝運営基準）を満たしていると認められる場合には、原則として各月１日に開設許可・公示しま
す。

(例）３月１日までに事前相談 → ４月１日までに申請書提出 → ５月１日に開設許可・公示予定

※ 申請された内容に不備や疑義がある場合は、その不備の補正や疑義事項を確認するための書類等の追加提出を
求める場合があります。日程に余裕を持って提出してください。

※ 申請書類等については、県ホームページ又は県担当者へご確認ください。

＜県HP：介護医療院の開設許可＞

https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00012033/kj00012033-006-01.html

２か月前まで 前月１日まで 指定日（毎月１日）

①事前相談
②申請書類

提出
③事業者

指定



（1）指定更新制度の概要について

 介護サービスの質を確保するため、介護サービス事業者が指定基準等を遵守しているかを定期的に確認する指定
更新制が設けられています。

 事業者は、６年ごとに指定の更新を受けなければ指定の効力を失うことになります。

 基準に従って適切な事業の運営がされない場合や、過去に同一のサービスで指定取消処分を受けた場合には、指
定の更新が受けられないことがあります。
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（2）指定更新のスケジュール

 指定更新申請の受付期間は、指定有効期間満了日の４か月前の月の初日から３か月前の月の末日までです。（期
限厳守）

（例：満了日＝令和5年12月31日、受付期間＝令和5年8月１日～9月31日）

 指定更新申請に関する手続きについて個別案内は行っておりません。各事業所において指定有効期間満了日を確
認の上、受付期間中に指定更新申請手続きを実施して下さい。

3. 介護サービス施設・事業所の指定更新手続き



（3）休止中の事業所について

 休止中の事業所については、指定の更新を受けることができませんので、指定の有効期間の満了を
もって指定の効力を失うことになります。

 指定の更新を受けるには、別途再開届の提出が必要となりますので、指定更新の受付期間の概ね２
か月前より個別にご相談ください。

 再開する目途のない事業所（休止後１年以内に再開する予定がない場合）については、速やかに廃
止届を提出して下さい。
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4. 開設許可事項変更申請について
（介護老人保健施設、介護医療院に限る）

⑴ 入所定員や建物構造の変更等については、事前に県知事の許可を受けることが必要となる場合があります。

⑵ 担当者に事前相談した上で、「開設許可事項変更許可申請書」及び添付書類を１部提出してください。また、申
請に当たっては審査手数料として33,000円を富山県収入証紙により納付してください。

⑶ 入所定員を増やす場合については、関係する市町村長に照会を行う必要がありますので、十分な期間を確保の
上、申請してください。
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5. 介護保険法に基づく変更届

次ページに示す事項に変更が生じた場合は、変更があった日から10日以内に、「変更届出書」及び添付書類を1部提
出してください。なお、変更届出書の「変更内容」の変更前及び変更後欄は具体的に記載するか、別紙概要を添付し
てください。

※ 変更内容（定員や設備等）によっては、事前協議が必要な場合がありますので、疑義がある場合は、県担当者ま
でご相談ください。

※ 次ページの①、②、③、④の変更の場合は、「登録特定行為事業者 変更登録届出書」

③、④の変更の場合は、「業務管理体制に係る届出事項変更届出書」

の提出が必要になる場合がありますので、ご注意ください。
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①事業所又は施設の名称 ②事業所又は施設の所在地 ③主たる事務所の所在地

④代表者（開設者）の氏名、生年月日及び住所 ⑤登記事項証明書、条例等（当該事業に関するものに限る。）

⑥事業所又は施設の建物の構造、専用区画等 ⑦備品（訪問入浴介護及び介護予防訪問入浴介護に限る。）

⑧事業所又は施設の管理者（介護老人保健施設及び介護医療院にあっては、知事の承認を受けた者に限る。）の氏名、
生年月日及び住所

⑨サービス提供責任者の氏名及び住所 ⑩運営規程

⑪協力医療機関（病院）、協力歯科医療機関 ⑫事業所の種別

⑬提供する居宅療養管理指導の種類

⑭事業実施形態（本体施設が特別養護老人ホームの場合の単独型、空床利用型又は併設型の別）

⑮入院患者又は入所者の定員

⑯福祉用具の保管又は消毒方法（委託している場合にあっては、委託先の状況）

⑰併設施設の状況等 ⑱介護支援専門員の氏名及びその登録番号
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介護保険法に基づく変更届が必要な事項



６．介護給付費算定に係る体制等に関する届出

※加算の種類によっては、下記スケジュールと異なる場合がありますのでご注意ください。
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サービス種類 提出期限及び算定開始日

訪問介護
（介護予防）訪問入浴
（介護予防）訪問介護
（介護予防）訪問リハビリテーション
（介護予防）居宅療養管理指導
通所介護
（介護予防）通所リハビリテーション
（介護予防）福祉用具貸与

毎月15日〆切
⇒届出日の翌月1日から算定可能

（介護予防）短期入所生活介護
（介護予防）短期療養生活介護
（介護予防）特定施設入居者生活介護
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設
介護医療院

届出が受理された日の翌月1日から算定可能
（月の初日の場合はその月から算定可能）

※ 要件の確認に時間を要する場合があるため、なるべ
く前月15日までに担当者へ連絡をお願いします。

（1）サービス種類ごとの提出期限及び算定開始日



（2）届出に必要な書類

①介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

②介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

③各加算ごとに必要な別紙様式

④その他必要な書類

※詳細については、県ホームページでご確認ください。

＜富山県HP：居宅系サービス向け情報 加算の体制に関する届出について＞

https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00012032/kj00012032-004-01.html

＜富山県HP：介護保険施設サービス向け情報 加算の体制に関する届出について＞

https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00012033/kj00012033-002-01.html
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（3）その他

国保連合会への請求内容と、県に対する「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」の届出事項と
で不一致がある場合、請求エラー・返戻となりますので、届出事項と一致しているか留意してくださ
い。



（1）廃止、休止について

 事業を廃止又は休止する場合は、廃止又は休止予定日の１か月前までに廃止（休止）届を提出して
下さい。

 休止後１年以内に再開する予定がない場合は、廃止届を提出して下さい。

 廃止届提出後に事業を再開する場合は、新規指定の手続きが必要です。
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（2）再開について

 休止後に事業を再開する場合は、再開後１０日以内に再開届を提出して下さい。再開届には、指定
申請の際に必要な書類一式を添付して下さい。

７．廃止、休止及び再開の手続き



（1）報告を求める事故の範囲

① サービスの提供による利用者のケガ又は死亡事故の発生
※ケガの程度は、医師（施設の勤務医、配置医を含む）の診断を受け投薬、処置等何らかの治療

が必要となったものを原則とする。

② 食中毒又は感染症の発生
※新型コロナウイルスが発生した場合や新型コロナウイルス以外で同一の有症者が10名以上

又は全利用者の半数以上発生した場合 等

③ 職員（従業者）の法令違反・不祥事等の発生
※預り金の横領、個人情報の紛失 等

④ その他、災害の発生や利用者の家財等へ損害を与えた場合 等

17

介護保険事業者等がその提供するサービスにより事故が発生した場合には、「介護サービス事業者
における事故発生時等の報告取扱い要領」(令和4年4月1日施行）に基づき、報告していただく必要
があります。

８．事故報告について



（2）事故の報告先

利用者の家族、居宅介護支援事業者等のほか、次の保険者等へ報告して下さい。

① 当事者である利用者が被保険者となる介護保険を行う保険者

② 事業所・施設の所在地を所管する保険者

③ 県（高齢福祉課）

（④ 食中毒又は感染症の発生の場合、県厚生センター又は富山市保健所）
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（3）留意事項

 運営指導等において、県に対して事故報告を行っていない事例が見受けられますので、必ず報告を
お願いします。

 県に対する事故報告は、県所管施設・事業所に限らず、全ての事業所（富山市所在や保険者所管も
含む）が対象となりますので、ご留意ください。

 事故報告書の送付については、迅速な情報共有のため、原則として電子メール又はFAXでお願いしま
す。

※ FAXで送付する際、送付書の添付は不要です。事故報告書のみ送付してください。



事故報告書様式
＜富山県HP：介護サービス事業者における事故報告について＞

https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00012035/kj00012035-017-01.html
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様式１：事故報告書 様式２：食中毒・感染症発生状況報告書



事故報告フロー図（ケガ等の場合）
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サービス提供による利用者
のケガ又は死亡事故の発生

利用者家族等への連絡

（第一報）保険者等へ電話、電子メール又はFAXによる報告

保険者等へ事故処理の経過報告

事故処理終結後、保険者等へ報告

※第一報は可能な限り早急に行ってください

※事故処理の経過を適宜報告してください

※再発防止に向けた取組み等を追加記載して報告してください

〇報告する保険者とは？
①当該利用者（入所者）の保険者
②事業所（施設）所在地の保険者
③県高齢福祉課

〇報告を要する事故とは？
• 原則、医師の診断を受け投薬、処置等何らか

の治療が必要となったもの
• 送迎、通院等の間の事故も含む。
• 利用者の自己過失や第三者に起因するものも

含む
• 事業者の責任や過失の有無は問わない
• 病気等による死亡の場合であっても、死因等

に疑義が生じる可能性のある時は報告が必要

※居宅サービス、介護予防サービスの場合

利用者に係る居宅介護支援事業者又は介護予防
支援事業者（地域包括支援センター）への連絡



事故報告フロー図（食中毒又は感染症の場合）
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食中毒又は感染症の発生

利用者家族等への連絡

利用者に係る居宅介護支援事業者又は介護予防
支援事業者（地域包括支援センター）への連絡

（第一報）保険者等へ電話、電子メール又はFAXによる報告

保険者等への経過報告、終息報告

※第一報は可能な限り早急に行ってください

※有症者が増加するなど感染症が拡大傾向にある場合、随時経過報告をして
ください。
※感染症等が終息した場合、その旨を報告してください。この場合、電話に
よる報告で結構です。

※居宅サービス、介護予防サービスの場合

県厚生センター
又は富山市保健所への報告

〇報告する保険者とは？
①当該利用者（入所者）の保険者
②事業所（施設）所在地の保険者
③県高齢福祉課

〇報告を要する感染症とは？
① 同一の感染症等により死亡者又は重篤な患者が

１週間以内に２名以上発生した場合
② 同一の有症者等が10名以上又は全利用者の半数

以上発生した場合
③ 通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑わ

れ、管理者等が必要と認めた場合
④ 新型コロナウイルス感染症



９．メールアドレスの設定について

 県からのお知らせ等については、原則として電子メールで行っております。

 県所管施設・事業所について、メールアドレスを変更した場合は、速やかに連絡をお願いします。

 また、現在、県からのお知らせ等を電子メールで受けていない施設・事業所については、「メール
アドレス登録票」を記入の上、FAXで県高齢福祉課まで送付をお願いいたします。

22

！メールアドレスの設定をお願いします！



２．介護職員処遇改善加算、介護
職員等特定処遇改善加算及び
介護職員等ベースアップ等支
援加算について

23



（1）令和５年度計画書について

①提出期限

○ 令和５年４月又は５月から算定する場合

令和５年４月15日（郵送は17日）（必着）

○ 年度の途中（令和５年６月以降）から算定する場合

加算算定開始月の前々月の末日（必着）

（例：６月１日から算定する場合は４月末日）

※ 期限厳守でお願いいたします。

②提出先：各指定権者
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（1）令和５年度計画書について

③参考資料

令和５年度計画書に関する通知等は、厚生労働省より示され次第、県高齢福祉課ホームページに掲載
します。

④留意事項

○ 計画書の提出が令和５年４月15日（郵送は17日）に間に合わない場合、当該加算の算定開始は令和
５年６月以降になります。（令和５年４月及び５月は算定できません。）

○ 介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算に関
係する通知の見直しが予定されています。加算の算定及び計画書の作成にあたっては、参考資料や
記入例等を必ずご確認ください。
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（2）令和４年度実績報告書について

①提出期限

○ 令和５年３月まで加算を算定した場合

令和５年７月末日（必着）

○ 令和４年度の途中に事業を廃止又は加算の算定を中止した場合

最終の加算の支払があった月の翌々月の末日（必着）

（例：最終算定月が９月の場合、支払月は11月、実績報告は翌年１月末日まで）

※ 期限厳守でお願いいたします。

②提出先：各指定権者
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（2）令和４年度実績報告書について

③参考資料

令和４年度実績報告書に関する通知等は、厚生労働省より示され次第、県高齢福祉課ホームページに
します。

④留意事項

○ 必ず、「賃金改善所要額」が「加算による収入額（加算総額）」を上回るように支給してくださ
い。（仮に、加算による収入額を下回った場合は、一時金や賞与として追加支給してください。）

○ 介護職員等特定処遇改善による賃金改善については、グループ（経験・技能のある介護職員、他の
介護職員、その他の職種）ごとの配分ルールを必ず守ってください。

○ その他、実績報告書の作成にあたっては、参考資料等を必ずご確認ください。

○ 様式等については、令和５年６月頃までに県高齢福祉課ホームページに掲載する予定ですので、手
続きに遺漏のないようご留意願います。

○ 実績報告を行わない場合、加算の要件を満たしていない不正請求として加算に係る介護報酬の全額
返還を命じる場合があります。
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３．介護職員等による喀痰吸引等
について
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１．喀痰吸引等の概要について

平成24年４月から「社会福祉士及び介護福祉士法」に基づき、一定の研修を受けた介護職員等は、医
療や看護との連携による安全確保が図られていることなどの条件の下で『喀痰吸引等（特定行為）』を
実施できるようになりました。

特定行為の種類

（１） 口腔内の喀痰吸引

（２） 鼻腔内の喀痰吸引

（３） 気管カニューレ内部の喀痰吸引

（４） 胃ろう又は腸ろうによる経管栄養（※）

（５） 経鼻経管栄養

※ 特定行為のうち、「胃ろう又は腸ろうによる経管栄養」については「滴下」と「半固形」の方法が
あります。通常の研修では、「滴下」を原則としていますので、「半固形」の実施にあたっては
「半固形」に関する研修の受講が必要です。
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２．登録特定行為事業者について

特定行為を行うにあたっては、特定行為を行う事業所ごとに都道府県知事の登録が必要です。

＜対象となる施設・事業所等の例＞

・介護関係施設（特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム、有料老人ホーム、
通所介護、短期入所生活介護等）

・障害者支援施設等（通所施設及びケアホーム等）

・在宅（訪問介護、重度訪問介護（移動中や外出先を含む）等）

・特別支援学校

※医療機関（病院、診療所、介護療養型医療施設、通所リハ（老健併設を除く）、
訪問リハ（老健併設を除く）訪問看護）は対象外です。

事業所登録は、月１回、１日付けで行っておりますので、日程に余裕をもって登録申請してください。
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２．登録特定行為事業者について

〇登録基準

（１）医療関係者との連携に関する基準

①喀痰吸引等の実施に際し、医師から文書による指示を受けること

②利用者の状態について医師、看護職員が定期的に確認すること

③医療従事者と介護職員とで適切な役割分担、情報連携が図られていること

④医療従事者と連携のもと、利用者ごとの喀痰吸引等実施計画書を作成すること

⑤喀痰吸引等実施報告書を作成し、担当医師に提出すること

⑥緊急時における医療従事者との連絡方法が定められていること
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２．登録特定行為事業者について

（２）安全・適正に関する基準

①喀痰吸引等の実地研修まで修了した介護職員等が業務を行うこと

②介護福祉士への実地研修実地方法が規定されていること

③安全委員会の設置が規定されていること

④安全性確保のための研修体制が確保されていること

⑤喀痰吸引等実施のために必要な備品が備わっていること

⑥衛生面を考慮した備品の管理方法が規定されていること

⑦感染症の予防、発生時の対応方法が規定されていること

⑧喀痰吸引実施に対する利用者、家族への説明、同意手順が規定されていること

⑨業務を通じて知り得た情報の秘密保持措置が規定されていること

32



２．登録特定行為事業者について

〇注意事項

・特定行為を実施する介護職員等は、各事業所において整備している特定行為実
施者の名簿に載せなければならず、各事業所において特定行為を実施する介護職
員等が異動等によって変更になった場合は、名簿に係る変更登録届出書を提出す
る必要があります。

・看護師（准看護師）資格を有する従業員が、「介護職員の業務」として特定行
為を実施する場合は、登録特定行為事業者の登録が必要となります。また、上記
の名簿にも載せる必要があります。

・当初登録された行為から新たに行為を追加する場合は、登録更新申請（行為の
追加）が必要となります。
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３．認定特定行為業務従事者について

①都道府県及び登録研修機関が実施する喀痰吸引等研修を修了し、都道府県知事の認定を受けた者

②経過措置対象者で都道府県知事の認定を受けた者

（経過措置対象者については、実施できる行為に条件が付いている場合があり、記載されている行為し
かできないため、注意してください。）

※喀痰吸引等研修を修了しただけでは、実際の現場で特定行為の実施はできません。必ず、都道府県知
事の認定を受けてから実施してください。
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３．認定特定行為業務従事者について

＜喀痰吸引等（特定行為）を実施できるケース＞

※事業者登録と従事者認定の２つが揃っている特定行為しか実施できません。

※事業者登録や従事者認定がないまま特定行為を実施した場合は、法律により罰則が科せられる可能性
があるため、十分ご注意ください。
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登録特定行為事業者
登録内容

認定特定行為業務従事者
認定内容

実施の可否

口腔内の喀痰吸引 口腔内の喀痰吸引 ○

鼻腔内の喀痰吸引 鼻腔内の喀痰吸引 ○

気管カニューレ内部の喀痰吸引 ×

胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 ×

経鼻経管栄養 ×



４．喀痰吸引等研修

富山県では、喀痰吸引等研修の実施を以下の登録研修機関で行っています。研修日程及び申し込みに
ついては、登録研修機関に直接お問い合わせください。

【令和５年１月現在】
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登録研修機関名 問い合わせ先

富山福祉短期大学 0766-55-5567

DXO株式会社 03-6382-8713

五省会 076-428-5565

日本福祉大学 富山オフィス 076-431-2027

株式会社プレゼンス・メディカル 050-3172-6323

あいの風喀痰吸引等研修機関 0766-26-5055

メディカルケアプラス 06-6766-4310

三幸福祉カレッジ 03-5909-1514



５．各種手続きについて

登録特定行為事業者、認定特定行為業務従事者に係る手続きについては以下の富山県ホームページを
ご覧ください。届出様式等のダウンロードも可能です。

※ 令和３年４月１日から押印の廃止等に伴い、様式を一部変更しました。以下のホームページよりご
確認ください。

https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00012631/index.html

ホーム ＞ くらし・健康・教育 ＞ 健康・医療・福祉 ＞ 高齢者福祉
＞ 計画・施策 ＞ 介護職員等によるたんの吸引等の制度について
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４．業務管理体制の整備について
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１．趣旨

39

介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律が、平成21年5月1日に施行され、法令遵守の義務
の履行を確保し、指定取消事案などの不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と介護事業
運営の適正化を図ることを目的として、全介護サービス事業者に対し、業務管理体制の整備及び届出
が義務づけられました。

※届出は事業所単位ではなく、事業者（法人・個人）単位

介護保険法が求める法令遵守（コンプライアンス）

組織として「やろう」と決めたことを守る

法令等において定められたことを守る
「やってはならないこと」をやらない

法令遵守（コンプライアンス）体制を構築する意義 ⇒「社会的信用を得ること」

公金を使った介護保険から収入を得ている介護サービス事業者だからこそ、コンプライアンス体制を構築するこ
とが求められている。

出典：「業務管理体制（法令遵守態勢）確認検査の実施に当たっての考え方<解説書>」(株式会社浜銀総合研究所)より
https://www.yokohama-ri.co.jp/rouzin_hoken28/pdf/kaisetsu.pdf
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２．業務管理体制の監督体制等



３．業務管理体制の整備の内容

業務管理体制の整備の内容は事業者に属する事業所の数の応じて、以下のとおりとなります。
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業
務
管
理
体
制
の
内
容

業務執行の状況の監査を
定期的に実施

（届出内容）
監査方法の概要を届出

「法令順守規定」の整備 「法令順守規定」の整備

（届出内容）
法令順守規定の概要を届出

（届出内容）
法令順守規定の概要を届出

「法令順守責任者」の専任 「法令順守責任者」の専任 「法令順守責任者」の専任

（届出内容）
法令順守責任者の氏名、
生年月日

（届出内容）
法令順守責任者の氏名、
生年月日

（届出内容）
法令順守責任者の氏名、
生年月日

事業所等の
数（注）

１以上２０未満 ２０以上１００未満 １００以上



業務管理体制整備の際の事業所の捉え方

 事業所等の数については、その指定を受けたサービス種別ごとに１事業所と数えてください。

 事業所等の数には、介護予防及び介護予防支援事業所を含みますが、みなし事業所は除いてくださ
い。

※ 「みなし事業所」とは、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハビリ
テーション、通所リハビリテーション）について、健康保険法による保険医療機関又は保険薬局の
指定があったとき、介護保険法の指定があったものとみなされている事業所を指します。（介護保
険法第７１条第１項、第１１５条の１１を参照）

 総合事業における介護予防・生活支援サービス事業も事業所等の数から除いてください。
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「法令遵守規定」の整備について
 法令遵守規程（マニュアル）には、法令の遵守を確保するための内容を盛り込む必要がありますが、

必ずしもチェックリストに類するものを作成する必要はなく、例えば、日常の業務運営に当たり、
法令の遵守を確保するための注意事項や標準的な業務プロセス等を記載したものなど、事業者の実
態に即したもので構いません。

 届け出る「法令遵守規程の概要」につきましては、必ずしも改めて概要を作成する必要はなく、こ
の規程の全体像がわかる既存のもので構いません。また、法令遵守規程全文を添付しても差し支え
ありません。
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法令遵守責任者の選任について

 法令遵守責任者については、何らかの資格を求めるものではないですが、少なくとも介護保険法や
それに基づく命令の内容に精通した法務担当の責任者を選任することを想定しています。

 法務部門を設置していない事業者の場合には、事業者内部の法令順守を確保することができる者を
選任してください。なお、代表者自身が法令遵守責任者となることも可能です。



法令遵守態勢の概念図
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４．業務管理体制の整備等の届出先

45

区 分 届 出 先

① 事業所等が２以上の都道府県に所在する事業所

事業所等が3以上の地方厚生局管轄区域に所在する事業者 厚生労働大臣

上記以外の事業者 事業所の主たる事業所が
所在する都道府県知事

② 事業所等が同一中核市（富山市）内にのみ所在する事業者 中核市の長
（富山市長）

③ 地域密着型（介護予防）サービス事業のみを行う事業者で
あって、すべての事業所等が同一市町村内に所在する事業者

市町村長
（介護保険者）

④ 上記①～③以外の事業者 都道府県知事

※介護保険法の一部改正により、令和３年４月１日から、指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事
業者にかかる届出先について、原則都道府県知事から中核市の長へ変更となりました。ただし、指定
事業所に介護療養型医療施設を含む場合は除きます（届出先は都道府県知事のまま）。



業務管理体制の届出について
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業務管理体制整備に係る届出が未済の場合は、早急に様式「業務管理体制の整備（届出区分の変更）に
係る届出書」により届出願います。
※業務管理体制の整備に関する届出が未済の介護サービス事業者については、当該介護サービス事業者

が運営する介護サービス事業所等の指定取消等の理由となり得るため、必ず確認願います。

業務管理体制に係る届出事項の変更について

届出済の内容に変更が生じた場合は、区分に応じた届出先に様式「業務管理体制に係る届出事項変更届
出書」により、速やかに届出願います。
※各介護保険サービスごとの「変更届出書」とは異なる届出なので、届出漏れにご注意ください。

富山県届出様式は下記県HPよりダウンロード願います。
「介護サービス事業者の業務管理体制整備に係る届出について」

https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00012035/kj00012035-018-01.html



業務管理体制に係る届出区分の変更について
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届出区分に変更が生じた場合には、変更前、変更後の各届出先に対し、速やかに、業務管理体制の整
備（届出区分の変更）に係る届出書」により届出願います。

届出区分の変更が必要な例

県内同一市町村の中で地域密着型サービス事業所のみを展開している事業者が、居宅サービス事業
所を新たに開設した場合、業務管理体制の届出先は、市町村長から県知事に変更となり、この場合、
市町村及び県のそれぞれに対し、所定事項を記載の上、届出が必要となります。

富山県届出様式は下記県HPよりダウンロード願います。
「介護サービス事業者の業務管理体制整備に係る届出について」

https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00012035/kj00012035-018-01.html



５．業務管理体制に関する検査について
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業務管理体制の届出内容を確認するため、県は、定期的に検査（一般検査）を実
施するほか、介護サービス事業所の指定取消事案が発生した場合には、当該事業者
に対し、特別検査を実施します。

「業務管理体制の整備及び
運用に係る自己点検表」に

よる届出内容の確認

出頭を求め運用状況を聴取

事業者本部等への立入検査

改善が見込まれないとき

不備が認められた場合

終了

改善報告書提出 終了

改善が見込まれない場合、
指定取消等の処分



５．介護サービス情報公表制度
について
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• 介護サービスを利用しようとしている方が事業所選択を支援することを目的として、日本全国の
「介護サービス事業所」の情報を、都道府県がインターネット等により公表するしくみです。

• 利用者の権利擁護、サービスの質の向上等に資する情報提供の環境整備を図るため、介護保険法第
115条の35で義務付けられている制度です。

１．介護サービス情報の公表制度とは



51

① 毎年1回、各事業所は直近の事業所情報を都道府県に報告

② 都道府県は内容を審査

③ 都道府県はインターネットに事業所情報を掲載

※ただし、事業所の報告内容を確認するため、都道府県知事が調査を行う必要があると認める場合には、
都道府県又は都道府県が指定した調査機関による訪問調査を行うこととなっています

２．事業所公表までの流れ
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• 「介護サービス情報の公表」にかかる事務を効率的かつ円滑に実施するために、年度ごとに計画を
策定しています。

• 「介護サービス情報の公表」の対象となる事業所、調査票の報告・受理や事業所への調査時期、イ
ンターネットへの公表時期などを計画に定めています。

３．「介護サービス情報の公表」制度に係る報告・調査・
情報公表計画について

（１） 基準日（例年１月１日）前１年間において支払いを受けた介護報酬額が100万円を超える事業所

⇒「基本情報」と「運営情報」の二つの調査票について報告

（２）新たに介護サービスの提供を開始しようとする事業所

⇒「基本情報」のみ報告

（３）上記２点には該当しないが、公表を希望する事業所

４．「介護サービス情報の公表」の対象事業所について
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調査の対象となる事業所は主に以下の３点に該当する事業所

（１）例年１月１日を基準とし、新規開設２年目から４年目までに該当する事業所

（過去２年以内に当該調査を受けた事業所は除く）

※ 外部評価を受審することとされているサービス事業所（グループホーム等）は除く

（２）実地指導を受ける事業所

（３）報告内容に虚偽等が疑われる事業所

５．「介護サービス情報の公表」制度に係る調査について

事業所に対し、調査票の配布や調査票の報告の受理を行います。

また、事業所から報告された「基本情報」や「運営情報」の公表事務等を行う機関。

富山県の指定情報公表センター：社会福祉法人富山県社会福祉協議会

富山県介護サービス情報公表システムURL

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/16/index.php

６．「指定情報公表センター」について
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• 事業所より報告された「運営情報」の事実確認を行う機関。

• 実際の調査は、その指定調査機関に所属する調査員が事業所を訪問し、「運営情報」に関わる書類
等の確認を行います。

※ 調査員は都道府県での研修を修了し、都道府県で登録された者

富山県の指定調査機関（令和５年３月１日現在）

○社会福祉法人富山県社会福祉協議会

○一般社団法人富山県介護福祉士会

７．「指定調査機関」について



６.権利擁護・高齢者虐待
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（1）相談通報件数及び虐待判断件数
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令和３年度 令和２年度 増減

相談・通報件数 14件 14件 ０件

虐待判断件数 ４件 １件 ３件

本県における令和３年度の養介護施設従事者等による虐待に関する県及び市町村への相談・通報対応
件数は14件で、前年度と同数でした。

また、そのうち事実確認により高齢者虐待と認定したものは４件で、前年度より３件増加しました。

１．養介護施設従事者等による高齢者虐待



（1）相談通報件数及び虐待判断件数
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（2）虐待の状況
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事例１

①被虐待高齢者
70歳代から90歳代までの女性９名
（要介護３：２名、要介護４：３名、

要介護５：４名）

②虐待があった養介護施設等の種別
特別養護老人ホーム

③虐待を行った養介護施設従事者等の職種
施設長、介護福祉士

④虐待の種別（重複あり）
身体的虐待：６名、介護等放棄：９名、
心理的虐待：５名

事例２

①被虐待高齢者
70歳代の女性１名（要介護２）

②虐待があった養介護施設等の種別
居宅介護支援等

③虐待を行った養介護施設従事者等の職種
管理職、介護職

④虐待の種別
身体的虐待、介護等放棄



（2）虐待の状況
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事例３

①被虐待高齢者
70歳代から90歳代の男女３名
（要介護４：２名、要介護５：１名）

②虐待があった養介護施設等の種別
住宅型有料老人ホーム

③虐待を行った養介護施設従事者等の職種
管理職

④虐待の種別
身体的虐待

事例４

①被虐待高齢者
90歳代の男性１名（要介護２）

②虐待があった養介護施設等の種別
居宅介護支援等

③虐待を行った養介護施設従事者等の職種
管理職

④虐待の種別
身体的虐待



（3）措置の状況

60

４事例の全てにおいて高齢者虐待防止法の趣旨に基づき、市町村から施設等に対し指導がなされまし
た。そのうち改善が求められた事例１及び事例３においては施設から改善計画が提出されました。

また事例１は介護保険法の規定により指定された施設での虐待であったため、施設に対し介護保険法
に基づく改善勧告がなされました。



令和３年度 令和２年度 増減

相談・通報件数 365件 394件 △29件

虐待判断件数 176件 213件 △37件

２．養護者（家族等）による高齢者虐待

61

本県における令和３年度の養護者（家族等）による虐待に関する県及び市町村への相談・通報対応件
数は365件で、前年度より29件減少しました。

また、そのうち事実確認により高齢者虐待と認定したものは176件で、前年度より37件減少しまし
た。

（1）相談通報件数及び虐待判断件数



（1）相談通報件数及び虐待判断件数
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（2）相談通報件数及び虐待判断件数

63

相談・通報者434人（１件の事例に対し複数の相談・通報があった場合は、重複して計上）のうち、
「民生委員、職務上知り得た者（市町村職員等）」が178人（41.0%）で最も多く、次いで「介護支援専
門員、介護保険事業所職員」が125人（28.8%）であった。

178

125

60

44
27

職務上知り得た者（民生委員、市町村職員等）

介護支援専門員、介護保険事業所職員

その他（一般市民 等）

家族・親族

本人

介護支援専門員、介護保険事業所職員



（3）虐待の種別・類型
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虐待の種別・類型のうち、「身体的虐待」が132件（73.3%）で最も多く、次いで「心理的虐待」が75

件（41.7%）、「介護等放棄」が29件（16.1%）、「経済的虐待」が22件（12.2%）であり、「性的虐
待」は0件であった。
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（4）被虐待高齢者の性別と年齢

65

性別では「女性」が75.0%、「男性」が25.0%と、「女性」が全体の４分の３を占めていた。年齢階層
別では、「80～84歳」が46人（25.6 %）で最も多かった。

10 人

29 人

35 人

46 人

32 人

28 人

被虐待者の年齢

65歳～69歳

70歳～74歳

75歳～79歳

80歳~84歳

85歳～90歳

90歳以上



（5）被虐待高齢者から見た虐待者の続柄

66

虐待者の続柄は、「息子」が75人（41.0%）で最も多く、次いで「夫」が46人（25.1%）、「娘」が23

人（12.6%）、「妻」が13人（7.1%）であった。

75 人

46 人

23 人

13 人

9 人

9 人 8 人

息子

夫

娘

妻

息子の配偶者（嫁）

孫

その他

（人）



（６）虐待への対応策

67

虐待事例への市町村の対応は、「被虐待高齢者の保護として虐待者からの分離を行った事例」が54件
（27.8%）、「被虐待高齢者と虐待者を分離していない事例」が101件（52.1%）でした。

分離を行った事例における対応は、「医療機関への一時入院」が16件（29.6%）で最も多く、次い
で「契約による介護保険サービスの利用」が15件（27.8%）でした。

分離をしていない事例における対応は、「養護者に対する助言・指導」が67件（44.4%）で最も多
く、次いで「ケアプランの見直し」が38件（25.2%）でした。



３．県の取組み
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• 市町村職員、地域包括支援センター職員、介護サービス事業者及び介護施設等の介護職員を対象と
した高齢者虐待防止のための研修の実施

• 市町村職員向け権利擁護対応相談窓口の開設、市町村等への専門アドバイザーの派遣

• 介護現場での権利擁護のための取組みを指導する人材を養成する「権利擁護推進養成研修」の実施

• 介護保険法に基づく指導時における虐待防止対策の指導

• 広報啓発（県のホームページによる高齢者虐待の通報先、県内の高齢者虐待の状況等の広報）

≪参考≫
令和3年度における県内の高齢者虐待の状況については以下のページよりご確認ください。

https://www.pref.toyama.jp/1211/kurashi/kenkou/koureisha/kj00006096.html
ホーム ＞ くらし・健康・教育 ＞ 健康・医療・福祉 ＞ 高齢者福祉 ＞ 虐待防止



７．視覚障害のある方の雇用
について

69



70

視覚障害のある方の自立を目指して
～視覚障害者の機能訓練指導員としての採用について～

〇介護施設における機能訓練指導員
介護保険法によって定められている職種のひとつ。利用者一人ひとりの心身の状態に合わせて機能

訓練を行い、できる限り自分で身の回りのことができるように支援していく役割を担う。

機能訓練指導員は、看護師または准看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
あん摩マッサージ指圧師、柔道整復師、鍼灸師の資格が必要

視覚障害者の方の雇用の可能性

〇機能訓練指導員の配置が義務付けられている介護施設

・デイサービス（通所介護施設）

・ショートステイ（短期入所生活介護施設）

・特別養護老人ホーム など
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「視覚障害者であん摩、マッサージ、指圧師、鍼師、灸師の資格
のある方が機能訓練指導員として働く」ということ

１ 現状

資格をもつ視覚障害者の就職：

老人介護施設、施術所、医療機関、一般企業、開業も…

全国の視覚障害者の就職率は、「厚生労働省 令和３年度ハローワークにおける
障害者への職業紹介状況」によると４０％を下回っている状況です。

出典：厚生労働省 令和３年度 ハローワークにおける障害者への職業紹介状況

①新規求職申込件数 ②有効求職者数 ③就職件数
④就職率
（③/①）

対前年度比
（％）

対前年度比
（％）

対前年度比
（％）

対前年度差
（ポイント）

視覚障害 4,160 △ 2.0 8,738 5.3 1,497 △ 0.2 36.0 0.7

うち重度 2,039 △ 2.2 4,872 1.5 808 2.1 39.6 1.6



72

「視覚障害者であん摩、マッサージ、指圧師、鍼師、灸師の資格の
ある方が機能訓練指導員として働く」ということ

また、平成２７年度の国の調査では、視覚障害者就職件数の合計２２８３件、重度１３７８件

のうち、「あはき業」と言われる、あん摩・鍼・灸に従事する専門職への就職件数は、１０６３

件（４６．６％）、重度８７７件（６３．６％）と半数以上を占めています。

２ 視覚障害者の方を雇用するメリット

・マッサージ施術が利用者の機能回復に繋がるほか、１対１でじっくり施術すること

により、利用者の癒しと共にコミュニケーション能力の回復・活性化に寄与すること

・障害者の法定雇用率をあげることができること

※障害者雇用調整金などの助成金を通じた支援もあります。

特定求職者雇用開発助成金、トライアル雇用助成金、障害者雇用納付金制度に基づく
助成金、人材開発支援助成金（障害者職業能力開発コース）、キャリアアップ助成金

今後、法定雇用率は
引き上げられる予定です
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■主な助成金

（１）障害者トライアル雇用助成金
ハローワークが紹介する障害者を事業主が短期間雇用し、事業主と障害者とで、業務遂行に

あたっての適性や能力などを見極め、相互に理解を深めていただき、その後の常用雇用への移
行や雇用のきっかけ作りを図るもの

＜試行雇用奨励金の支給＞ 事業主に対して対象者1人につき月額40,000円を最大3か月支給

＜実施期間＞ 原則3か月間

（２）障害者雇用調整金・報奨金

法定雇用率より多くの障害者を雇用した場合、調整金や報奨金を支給するもの
＜支給額＞超過１人当たり調整金27,000円（※１）、一定数を超えた場合一人当たり奨励金
21,000円（※２）

※１ 常用雇用労働者100人超の事業主で要件を満たすもの

※２ 常用雇用労働者100人以下の事業主で要件を満たすもの

お問い合わせ、お申し込みは、最寄りのハローワークまで

お問い合わせは、（独）高齢・障害・求職者
雇用支援機構富山支部（電話：0766-26-1881）まで

「視覚障害者であん摩、マッサージ、指圧師、鍼師、灸師の資格
のある方が機能訓練指導員として働く」ということ
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３ 障害者に対する支援

（１）富山障害者職業センターでの支援
職業相談・職業評価、職業準備支援、ジョブコーチによる職場適応に向けた助言・援助

（２）障害者就業・生活支援センターでの支援
就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者に対し、窓口での相談や職場・

家庭訪問などの実施

（３）富山視覚総合支援学校での支援
・資格取得に向けた支援

・外来臨床実習の開催（学校内に施術所を開設し、外来患者を治療）

・校外臨床実習の開催

（施術所等における就業体験、協力企業に出向き施術）

・卒業後３年程度のアフターケア（定期的な就職先の訪問や電話）

「視覚障害者であん摩、マッサージ、指圧師、鍼師、灸師の資格の
ある方が機能訓練指導員として働く」ということ
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「視覚障害者であん摩、マッサージ、指圧師、鍼師、灸師の資格の
ある方が機能訓練指導員として働く」ということ

４ 雇用相談について
最寄りのハローワークでの問い合わせのほか、富山県視覚障害者福祉センター

（電話：076-425-6761）での相談も可能。

５ 採用の事例、資料など

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構のホームページをチェック！

 「障害者雇用事例リファレンスサービス」…障害者雇用について創意工夫を行い積極的
に取り組んでいる企業や合理的配慮の提供に関する事例を紹介

 「視覚障害者の職場定着推進マニュアル」（介護老人福祉施設で機能訓

練スタッフとして活躍する事例や配慮事項が掲載されている）

 コミック版障害者雇用マニュアル「視覚障害者と働く」 等

https://www.jeed.go.jp/
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１．県事業の紹介

1



介護サービス事業所のBCP策定を支援します！

2

感染症や非常災害の発生時におけるBCP(業務継続計画）は、令和6年3月31日までの策定が義務付けら
れています。

県では、介護サービス事業所の皆様の取り組みを支援するため、令和５年度、BCP策定に向
けた相談窓口を設置します。

相談窓口では、参考例を基に電話、メール、訪問等によるアドバイスを無料で実施します。

相談受付等を開始し次第、メールやHPでご案内いたします。



職員の定着率を上げるため、キャリアパスを作成しませんか？

介護職員キャリアパスサポート事業

3



（1）キャリアパスとは

介護人材の確保・定着には、職員が将来展望を持って介護の職場で働き続けることができるよう、能
力・資格・経験等に応じた処遇を適切に行うことが重要です。

ある職位や職務に就任するために必要な一連の業務経験とその順序、配置異動のルートを「キャリア
パス」といいます。どんな仕事をどれくらいの期間担当し、どの程度の習熟レベルに達すれば、どうい
うポストに就けるのか――キャリアアップの道筋や基準・条件を明確化した人材育成制度を整備するこ
とで、事業所・職員双方の成長が期待できます。

※ 平成29年度に創設された介護職員処遇改善加算Ⅰは、「経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組
みを設けること」が算定要件の１つとなっています。

4



（2）事業概要

①実施委託先：富山県社会保険労務士会（予定）

②対象
富山県内に主たる事務所を置き、県内に介護保険法による指定事業者・施設を開設している法人で

あって、キャリアパス作成支援を希望する法人
※ ５箇所程度。ただし、希望が多い場合は選考させていただくことがあります。

③実施方法
事業の組織経営や人材マネジメント、雇用環境改善などに精通した社会保険労務士が事業所を訪問し、

経営者の方等と課題について話し合いをしながら、キャリアパス作成を支援します。

④費用：原則無料
※ ただし、社会保険労務士の訪問は１法人６回程度を想定しており、訪問回数が想定より多くなった

場合などは実費を負担いただく可能性があります。

⑤応募方法：派遣時期等が決まり次第、ＨＰ等でご案内します。

⑥その他

委託先である富山県社会保険労務士会より、キャリアパス整備状況等について、電話等でお問い合わ
せさせていただくことがあります。また、希望される場合には、事業所へ訪問の上、キャリアパス整備
に係る相談対応・提案をさせていただく予定です。

5



介護キャリア段位普及促進に係る

アセッサー講習受講支援制度

6



（1）介護プロフェッショナルキャリア段位制度とは

介護分野における実践的なキャリア・アップの仕組みとして、介護技術評価の全国共通のものさしによ
り、介護技術の「見える化」を促進し、現場で何ができるかの実践的スキルの証明になることで、職員
のやりがい等を引き出し、職員の定着と新規参入を促す制度です。

7

キャリア段位の概要
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（2）介護プロフェッショナルキャリア段位認定を受けるには？

 この段位認定を受けるためには、施設・事業所ごとに評価者（アセッサー）が必要です。アセッサー
とは事業所・施設内において介護職員のキャリア・アップを推進・支援していく役割を担う人材をい
います。

 一般社団法人シルバーサービス振興会が、評価者（アセッサー）育成のための講習を開催しています。

 詳細は下記HPをご確認ください。

介護プロフェッショナルキャリア段位制度HP（一般社団法人シルバーサービス振興会）

https://careprofessional.org/careproweb/jsp/

令和4年3月31日現在アセッサー数

全国：28,037名 富山県：301名



（3）アセッサー講習受講支援の概要

 各介護保健施設・事業所が制度に取り組むための令和５年度アセッサー講習の受講料の一部を助
成します。

【参考：令和4年度】 １人あたり受講料23,230円(税込)のうち15,000円を助成

 申請が多数となった場合は、予算の範囲内で助成人数を調整させていただきますのであらかじめ
ご了承願います。

 令和５年度の助成額及び助成申請方法は、別途一般社団法人富山県介護福祉士会がご案内します。

9

県では、一般社団法人富山県介護福祉士会と協力し、介護プロフェッショナルキャリア段位制度の
評価者（アセッサー）講習の受講支援を実施する予定ですので、各介護保険施設・事業所において、
本制度の活用をご検討ください。



事業所の優れた取り組みを表彰します！

がんばる介護事業所表彰について

10



「がんばる介護事業所表彰」とは

• 高齢者の自立支援や生活の質の向上、雇用環境の改善に積極的に取り組む県内の介護事業所等を、
「自立支援部門」と「雇用環境部門」の２部門で表彰しています。（平成28年度創設）

• 表彰事業所の取組内容を、県ホームページや普及啓発パンフレットにて広く周知し、介護サービス
の質の向上や介護人材の確保を図ります。

• 令和４年度受賞者：自立支援部門 ３事業所、雇用環境部門 ５法人

11

（1）事業概要

普及啓発用パンフレット令和４年度授賞式の様子



「がんばる介護事業所表彰」とは

①自立支援部門

• 介護サービスを提供しており、かつ開設から２年以上経過している介護保険施設や事業所を対象
としています。

• 利用者のより豊かな生活の実現を目指して、自立支援・生活の質の向上、介護サービスの質の向
上に向けて優れた取組みを進めている事業所を表彰します。

②雇用環境部門

• 県内で高齢者福祉サービス又は障害(児)者福祉サービスを提供しており、かつ開設から５年以上
経過している法人・事業所を対象としています。

• 人材育成の充実や職場環境の改善などに積極的に取り組む事業所を表彰します。

12

（1）事業概要



①自立支援部門

・ケアプランに「聞き書きボランティア」などインフォーマルサービスを取り入れ

たところ、認知症の症状が改善

・介護ロボットの活用により、夜間事故を大幅に削減し入院者0を達成

・オンラインコンサートを施設で生中継し、楽しみながら機能訓練を行ったほか、

オンラインを通じた同世代の高齢者とのコミュニケーションの促進につながった

②雇用環境部門

・新人職員の指導担当者に対する独自の内部研修の実施

・看護休暇・介護休暇の設定など育児、介護を両立できる取組みの実施

・職員の腰痛対策を含む負担軽減のための介護ロボット等の導入

・ＩＣＴの活用による職員の負担軽減や業務省力化

13

（2）過去の受賞内容（取組例）

オンラインコンサートの様子



介護ロボット導入促進事業

14



介護ロボット機器等を導入することで業務効率化を図る介護事業者に対し、介護ロボット機器等導入
経費を補助するもの。

①実施主体

富山県

②補助先

富山県内において介護保険サービスを提供する指定事業者又は施設開設者

※介護職員処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得していること。

③対象経費

(1)介護ロボットの購入、リース等に係る経費（運搬費、初期設定費等を含む）

(2)見守り機器の導入に伴う通信環境整備に係る経費（Wi-Fi整備費、

インカム導入経費又は情報連携のネットワーク構築経費）

15

事業概要



④補助率等

補助率：１/２

※一定の要件を満たす場合は補助率３/４

機器１台あたり補助上限：1,000千円（移乗支援、入浴支援）又は300千円

※ 見守り機器導入に伴う通信環境整備については、１事業所あたり1000千円が上限。

１法人あたり補助総額上限：2,000千円

⑤補助対象とする事業内容

介護ロボットによる介護現場の負担軽減や業務効率化など即効性のある職場環境改善を図る事業

※上記内容はすべて、令和５年１月時点での予定です。実際の条件等については、募集開始時に公表す
る予定の補助金交付要綱をご確認ください。

16

事業概要

少なくとも見守りセンサー、インカム・スマートフォン等のICT機器、介護記録ソフトの３点を活
用し、従前の介護職員等の人員体制の効率化を行うとともに、利用者のケアの質の向上や職員の休
憩時間の確保等の負担軽減に資する取組みを行うことを予定していること。



ICTの活用で現場の負担軽減を実現しませんか？

介護施設等におけるICT導入支援事業

17



①事業概要

介護従事者の業務負担の軽減や業務効率化の促進を図るため、

介護施設等のICT機器等の導入に係る経費を県で一部補助します。

②補助対象者

富山県内において介護保険サービスを提供する指定事業者又は施設開設者

※介護職員処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得していることが要件です。

③補助対象となる事業内容

・介護従事者の負担軽減・業務の効率化等に資する、ICT機器の導入費用等の

うち、初年度に係る経費について補助

・記録業務、情報共有業務、請求業務を一気通貫で行うことが可能な

介護ソフトを導入することが前提となります。

18

（1）事業概要など



①補助対象経費

・タブレット端末、スマートフォン等のハードウェア、

・介護ソフト等のソフトウェアの購入、改修に係る費用、

・ネットワーク機器やクラウドサービスの導入、保守・サポート費 など

※詳細については県ホームページをご確認ください。

②補助率

・一定の要件を満たす事業所：3/4

・中山間地域に所在する事業所：2/3

・上記以外の事業所：1/2

※補助上限：1事業所につき100万円、1法人あたりの補助総額上限は200万円

19

（2）補助対象経費、補助率

【R4年度（参考）】

次のいずれかの要件を満たす場合、補助率3/4

・LIFEにデータ提供を行っている（予定含む）

・異なる事業所間で居宅サービス計画書

（ケアプラン）のデータ連携を行っている

・文書量半減を実現させる導入計画となっている



申請から補助金の交付までの流れは以下のとおりです。

※括弧内は令和４年度のスケジュール例（多少前後する可能性があります）

①申請受付（令和４年７月～９月）

申請書類を作成し、県へ提出します

②交付決定（令和４年11月）

申請内容を県で審査し、交付決定を行います

③実績報告（令和５年３月末まで）

実績報告書を作成し、県へ提出します

④補助金の交付（令和５年４月以降）

県から補助金を交付します ※補助金は実績報告後の支払い（後払い）となります

20

（3）スケジュール（参考：R4年度）



介護保険・障害福祉サービス事業者の皆さまへ

令和5年度、富山県では次の事業者応募型事業により、福祉人材確保対策に取り組みます。

１．現任介護職員等研修支援事業
職員の資質向上のために、現在働いている介護職員を外部の研修に派遣する際に必要と
なる代替職員を雇用する経費を助成します。

対象となる研修：介護職員の資質向上に資すると認められる研修（実務者研修等）
（外部機関からの依頼に基づき、介護職員の資質向上のための研修に職員を

講師として派遣する場合も含む。）
対象経費：雇用者の人件費（賃金上限：時給１千円、交通費：月額1万円、法定福利費）
雇用期間：現任介護職員が研修に参加する総時間の4倍まで

※ただし、１法人あたりの上限があります。

21



２．介護職員初任者研修支援事業
介護職員初任者研修の受講による介護職員の資質向上・定着促進を図るため、介護職員
が介護職員初任者研修を受講するために必要な受講料を雇用主である事業者が負担した
場合に、その費用の一部を助成します。

対象となる研修：介護職員初任者研修（介護保険法施行規則第２２条の２３に規定する介護職員
初任者研修課程）

補助対象経費：事業者が直接研修機関に支払った受講料
事業者が介護職員が負担した受講料に対して支払った支給金

補助率：１/３
補助上限額： 受講した介護職員一人あたり上限２万円

３．とやま福祉・介護職員合同入職式
（新任介護職員ネットワーク形成支援事業）

新たに介護職員に就いた職員が一堂に会する入職式を実施します。新任職員のモチ
ベーションの向上を図り、さらにその後の交流会において他事業所との職員のネッ
トワークづくりを行うことで、同じ福祉・介護の仕事に携わる仲間同士、お互いに
励ましあい、切磋琢磨しながら、楽しく働き続けられる環境づくりを行うものです。

開催日（予定）：令和５年４月２７日（木）
22



４．がんばる介護職員応援事業
福祉・介護の現場で元気にがんばっている職員を掘り起こして、表彰・紹介します。
職員のモチベーションの向上と、介護の仕事に対するプラスイメージの普及、社会的
評価の向上を図ります。

対象者：高齢者や障害者の介護業務に携わる職員で、下記の①～③の要件を全て満たす方。
①当該事業所に勤務して５年以上１2年未満の職員で、新任職員等への指導・相談に
携わっている方

②介護福祉士の国家資格を有する方。
③「介護福祉士実習指導者講習会」または富山県福祉カレッジが実施する「中堅職員研
修」、「チームリーダー研修」または「指導的職員研修」を修了した方。

応募方法：７月頃に、富山県社会福祉協議会より県内介護・障害関係法人へ職員推薦依頼の文書を
送付します。

表彰・ＰＲ：被表彰者には、「介護の日」フェスティバル（１１月予定）において、富山県福祉人
材確保対策会議会長から表彰状及び副賞を授与します。
あわせて、高校生のための福祉のガイド本への掲載や、SNS広告用の介護職のPR動画
への出演などにより、県民に向けて紹介します。

※ 事業の対象要件やPR手法は変更となる可能性があります。
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５．外国人介護人材受入施設等環境整備事業

介護施設等における外国人介護人材を受け入れるための、環境整備等に係る経費の
一部を助成します。

補助対象者：県内に所在する介護保険法（平成9年法律第123号）の規定による
介護事業を行い、外国人介護人材を受入れる（予定を含む）事業所等
を運営する法人

補助対象事業：①外国人介護職員とのコミュニケーションを促進する取組み
外国人介護職員の日本語学習の支援（日本語講師による教育等）
介護業務マニュアル（介護手順、介護用語の統一化等）の購入・作成や翻訳
日本人職員が異文化理解を図るための教育・研修の受講又は実施 など

②外国人介護職員の介護福祉士の資格取得に必要な取組み
 資格取得に必要な教材の購入
 外部研修への参加費や交通費の支援 など

③外国人介護職員の生活支援に必要な取組み
孤立防止やホームシック等メンタルヘルスケア
地域の日本人や外国人との交流を促進するための交流会開催 など

補助率及び補助限度額：2/3（ただし1事業所あたりの上限200千円）
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★前記1~5事業の詳しい内容は下記までお問い合わせください
富山県厚生部厚生企画課 地域共生福祉係（富山県庁舎本館２階）
住所 ： 〒930‐8501 富山市新総曲輪1番7号
電話番号 ：（076） 444－3197 （直通）
HP :  https://www.pref.toyama.jp/1200/kurashi/kenkou/fukushi/kj00016318/index002.html
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２．要配慮者利用施設の水害等への備え

について
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１．要配慮者利用施設における避難確保計画作成について

27

浸水想定区域内の要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保計画の作成・避難訓練の実施・
訓練結果の報告が義務付けられています。（水防法） 避難確保計画の提出先・訓練結果報
告先は市町村になります。

市町村長は、計画が未作成で必要であると認められるときは以下の行為ができます。
・施設の所有者又は管理者に対する作成に係る必要な指示
・指示に従わなかったときには、その旨の公表
また、計画の作成又は訓練の結果の報告を受けたときに必要な助言又は勧告

避難確保計画作成後は、避難訓練の実施・訓練結果の報告をお願いします。
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要配慮者利用施設の浸水対策
①

２．要配慮者利用施設における避難確保計画の作成にあたって

作成時に必ずチェック②

作成中に困ったら…
③

作成した計画は市町村へ提出！

避難訓練報告様式
⇒市町村への訓練実施報告の参考に。
※R3水防法の改正により避難訓練の報
告が義務づけられました。

訓練の実施・結果の報告

左記リンクより確認できます。
・施設周辺で想定される浸水深
・施設周辺の雨量、河川水位

④

計画作成の事例集
⇒先行して作成された好事例を紹介
避難行動の検討の参考に。

成果事例集
⇒避難確保計画により被災時に安全
な避難に成功した事例を紹介

様式編：必要事項を埋めるだけの簡易なひな型
eラーニング：具体事例を通じて適切な

判断力・ 避難行動力を養う
⑤



３．富山労働局からのお知らせ
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１０．その他のお知らせ
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生活保護法における介護扶助制度

について
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• 介護事業者が生活保護を受けている方に対し介護サービスを提供する場合は、事前に生活保護法の
指定介護機関として、指定を受ける必要があります。

• 富山県では、富山市内に所在する介護事業所については、富山市長が、それ以外の市町村に所在す
る介護事業所については、富山県知事が指定を行います。

• 指定申請について以下の通り申請が不要になる場合がございます。

(１) 平成26年６月30日以前に介護保険法の指定を受けた介護機関（地域

密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉施設を除く。）

指定申請が必要です。

(２) 平成26年７月１日以降に介護保険法の指定を受けた介護機関

生活保護法による指定介護機関の指定を受けたものとみなし、申請は不要です。

（１）指定申請制度とみなし指定について
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• 指定介護機関は、みなし指定の事業所も含め、指定介護機関の名称、所在地や管理者の変更等があ
る場合、休廃止をする場合等は、介護保険法とは別途に、生活保護法に基づく届出が必要ですので、
ご注意ください。

• 各種申請書及び届出書様式等は、下記、富山県厚生企画課のHPからダウンロードすることができま
す。

※富山市に事業所がある場合は富山市生活支援課にご確認ください。

【掲載箇所】

トップページ > くらし・健康・教育 > 健康・医療・福祉 > 地域福祉 > 生活保護 > 生活保護法による
介護機関の指定制度について

【ＵＲＬ】

https://www.pref.toyama.jp/1200/kurashi/kenkou/fukushi/kj00018818.html

※ページ下部「関連ファイル」より各種申請書をダウンロードしてください。

（２）変更届等の取扱いと申請書様式について
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・原則として、生活保護法の指定介護機関のみが生活保護受給者にサービスを

提供することができます。

・生活保護を受けている方に対し、初めて介護サービスを提供する場合には、

貴機関が生活保護法による指定を受けているかどうか、富山県厚生企画課のHPを

確認するようお願いいたします。

※富山市に事業所がある場合は富山市生活支援課にご確認ください。

・なお、事業所の指定状況については、最新の状況と異なっている場合も

ありますので、その場合は福祉事務所や富山県厚生企画課に確認するよう

お願いいたします。

（１）介護サービスの提供時おける留意事項について
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• 「急迫した事情その他やむを得ない事情がある場合」には、指定介護機関以外の事業者（基準該当
サービスの提供事業者等）の利用も認められますが、国保連を通じた支払いができません。（福祉
事務所からの直接払いになります。）

• 被保護者が指定介護機関の指定を受けていない事業者のサービスを希望した場合は、事前に福祉事
務所の相談してください。

• 介護認定の変更や利用事業者の増減があった場合、医療機関に入院する場合等、変更事項が生じた
場合は、まず当該福祉事務所にご連絡ください。その他、日々の業務で生じたご不明点や相談事項
についても、まずは当該福祉事務所にご相談くださいますようお願いいたします。

（２）非指定介護機関における介護サービスの取扱い
について
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• 生活保護受給者の介護扶助費を国民健康保険団体連合会（以降、国保連）へ請求するには、福祉事
務所が発行した介護券が必要です。

• 福祉事務所では、被保護者の方から提出された、保護申請書の一般事項のほか、要介護認定結果通
知書（写）、被保険者証（写）、ケアプラン（写）をもとに介護扶助の決定を行います。

• 要保護者が希望する場合や保護の迅速な決定に支障が生ずる恐れがある場合には、福祉事務所は、
介護事業所に直接ケアプランを提出するよう求めることもあります。

• 福祉事務所にケアプランを提出する際は、あらかじめ本人の守秘義務解除の同意を得る等、個人情
報の取扱いに十分ご留意ください。

申請書及びケアプランの提出について
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• 居宅介護費・介護予防支援費（ケアプラン作成費）は、被保護者が介護保険の被保険者である場合
は、介護保険から全額給付されます。被保護者が被保険者でない場合は、介護扶助で全額支払われ
ます。

• 被保険者でない者の場合は、サービス提供事業者と同様に福祉事務所から「生活保護法介護券」の
交付を受けてから、国保連に請求します。

• 国保連への請求の際は、福祉事務所から交付された介護券の内容を確認し、受給者番号等必要事項
を正しく転記し、介護給付費明細書を作成して請求してください。

• なお、生活保護制度は他の法律や他の施策の優先活用が原則ですので、介護扶助による公費負担の
優先順位は、最後になります。

• 入院等により、サービス提供がなかった場合は、送付された介護券を当該福祉事務所に返送してく
ださい。

介護報酬等の請求手続きについて
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• 福祉事務所では、介護扶助を決定する際に、被保護者が負担できる収入があると認定した場合には、
その負担できる額を「本人支払額」として介護券に記入します。

• 交付された介護券に本人支払額が記入されている場合は、その額を当該被保護者に請求してくださ
い。介護給付費明細書には、「公費分本人負担額」の欄に自己負担額を記載し、その額を差し引い
た額を「公費請求額」の欄に記載します。

• 本人支払額の上限額は、15,000円です。

ただし、施設入所者については、15,000円に食費を加えた額となりますのでご留意ください。

本人支払額について
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特典① 月刊「ケアワーク」の無料送付
介護に関する最新の情報等を掲載した当センター発行の機関誌です。

（年間購読料 4,８６０円 ）を無料で送付します。

賛助会員入会のご案内

介護労働安定センターの事業趣旨に賛同し、支援していただける賛助会員の方々を募集しています。

年会費１口２万円（振込手数料込）法人会員 個人会員 年会費１口１万円（振込手数料込）

※初年度会費については、当該年度３月末までの月割額となります。

特典② 図書・ＤＶＤ等を、賛助会員価格にて
当センターが発行する図書・ＤＶＤ等を、賛助会員価格にてご購入いただけます。
一例：『介護職員初任者研修テキスト』

定価：6,１６０円⇒賛助会員価格：5,５４４円

特典⑥ 賛助会員交流会に参加
専門家による介護事業所の運営ノウハウや業界の現状等の講演や意見交換等によ
る賛助会員の交流を行います。（一部の支部での実施となります。）

特典⑤ 介護情報サイト「ケアネットビズ」を
会員価格にて提供

介護事業者専用ホームページの制作・更新サービスを割引価格にてご提供いた
します。

ケアネットビズ開設費用：一般価格 6１,８00円 ⇒ 会員価格：4８,１00円
月額利用料：一般価格 ７,９00円 ⇒ 会員価格： ６,６00円

法人会員
のみ

特典③ 講習等、受講料の会員割引
当センターが実施する講習が割引価格にて受講いただけます。（一部を除く）
※該当の講習については、各支部のホームページにてご確認ください。

拡充

◆お申し込み・お問い合わせはこちらまで◆ 担当：殿村・小竹

公益財団法人介護労働安定センター 富山支部 TEL: 076-444-0481

〒930-0857 富山市奥田新町番1号 ボルファートとやま8F FAX：076-444-0425

特典④ 賛助会員専用サイトの利用
厚生労働省をはじめとする政府発表など、介護事業に関する諸情報を迅速に提供
するほか、専用の特別セミナーを配信。

※会費は寄付金として、法人税、所得税について税額控除が受けられます。


